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論 文 の 要 旨 
 
審査対象論文は、地域経済戦略に重点を置いた圏域マネジメント手法の最新の動向と
課題を、その導入先進地域であるイングランドを対象に明らかにしたものである。まず第
１章では、研究の背景と目的が整理された上で、第２章において既往文献の整理と本研究
の位置づけがなされている。その中で、複数の自治体にまたがる広域的な範囲での交通分
野や土地利用課題の解決に向け、柔軟な考え方に基づく圏域マネジメント手法の導入が進
められるようになり、特にその取り組みが先進的であるイングランドにおいてその実態と
課題を明らかにすることの意義が明確にされている。次に第３章では過去からの実態の変
遷をおさえる形で、圏域マネジメント手法が実際にイングランドにおいてどのように変化
してきたか、旧来の地域開発公社と地域産業パートナーシップ(LEPs：Local Enterprise 
Partnerships)との比較を軸にその実態を明らかにしている。第４章ではこのような圏域
マネジメント手法 LEPs の圏域設定の考え方、意思決定構造や組織運営の実態について、
第５章ではその戦略と資金配分の実情に対して現地ヒアリング等を通じた実態解明がな
されている。さらに第６章では LEPs 以外の多様な合同行政機構の設置特性についてあわ
せて言及がなされ、どのような地域においてそのような機構の設置が進みやすく、またそ
の設置と LEPs の対応関係をふまえて圏域再構成の俯瞰的な整理を新たな観点から行って
いる。 
 
 
 
 審 査 の 要 旨 
【批評】 
 
  本審査対象論文の主題である「圏域マネジメント手法」は、現在の世界の都市計画を
めぐる議論の中でも最も重要でかつ興味深い課題の一つである。なぜなら、特に諸国の自
治体の予算が細る中で地域経済戦略を考えるに際し、既存の市町村の枠組みは必ずしも有
効に機能するとは限らず、課題に応じた圏域ごとに戦略をたてることの重要性が大きくな
っているためである。そのような大きな潮流の中でイングランドは世界に先駆けて LEPs
という先進的な圏域マネジメント手法を導入し、その運用を拡大してきた。またこれと同
時にローカリズム法が施行され、LEPs 以外にも様々な合同行政機構が展開をはじめてい
る。 
 本審査対象論文はこのような大きな時代の変わり目に鑑み、イングランドで導入されて
いるこれら圏域マネジマント手法の実態と課題を詳らかにしたものである。調査手法とし
ては文献調査と現地調査を主体とし、横断的に LEPs 制度の特性を明らかにしている。文
献調査では政府関連文書、ジャーナル論文等を広く網羅し、また現地調査においては特性
の異なる導入地域を複数回訪問し、その実態に迫っている。また、これら新しい手法のみ
ならず、RDA などの旧来の手法についてもあわせて整理を行い、その対比の上で新たな仕
組みの特徴と課題を浮き彫りにしている。特に新たな圏域マネジメント手法の組織運営、
人的資本のあり方、資金配分などの諸点に地道な検討を重ねており、今後の政策展開を考
えるうえで有用な材料を提供している。なお、新たな圏域マネジメント手法導入のメリッ
トについては十分な考究が加えられているが、その導入によって生じるデメリットには今
後の一層の考究を期待したい。 
【最終試験の結果】 
平成２９年２月６日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著
者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員
によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（社会工学）の学位を受けるに
十分な資格を有するものと認める。 
 
